 平成３０年度調査研究委嘱事業　実施要領
１　趣　　旨
男女共同参画の効果的な推進方法や課題解決に向けた方策等について、新しい発想を有する団体に調査研究を委嘱し、その成果を県民に提供することによって普及啓発を図る。
２　調査研究テーマ
　・配偶者等からの暴力対策に向けた調査研究

　・仕事と家庭・地域社会との調和を図るための調査研究
　・その他、男女共同参画の推進に資すると認められるもの
３　実施方法
公益財団法人山口きらめき財団（以下、｢財団｣という。）は、上記テーマを調査研究する団体を募集の上、選定し、委嘱するものとする。 
４　応募条件
・調査研究の計画が具体的に示され、所定の期間内に成果が期待できること
・調査研究の成果を報告書の形とし、山口県民に還元できること
・調査研究活動が特定の政治的・宗教的活動又は営利目的でないこと
・山口県内を活動の拠点としている団体で、１年以上の活動実績があること
（法人格の有無は問わない）
５　募集件数
　　１件程度
６　応募方法
応募申請書（様式１）に関係書類を添えて、平成３０年５月２３日（水）までに、持参又は郵送により、財団へ提出するものとする。 

７　委嘱団体の決定
提出書類等により選考の上、委嘱する団体を決定し、５月中に応募団体へ結果を通知するものとする。 

８　委嘱期間
平成３０年６月～平成３１年２月の間で、財団と委嘱団体が協議の上決定
９　実施・報告
(1) 事前協議
　６月中に、財団と委嘱団体が内容や計画等について事前に協議し、共通理解のもとで実施
(2) 中間報告
　１０月及び１２月の２回、中間報告書（様式２）に関係書類を添えて財団へ提出
(3) 成果報告
実績報告書（様式３）に成果物（ホームページ掲載のための原稿データとなる電子データを含む）等の関係書類を添えて、委嘱期間終了時までに財団へ提出
10　調査研究成果
・成果は、財団にも帰属するものとする。
・成果は、財団ホームページに掲載し、公表する。
・委嘱団体が成果を公表する場合は、財団の調査研究委嘱事業によるものであることを明記しなければならない。
・成果は、委嘱団体の協力のもと、財団が実施する事業に活用するものとする。
11　委 嘱 費
・調査研究に係る経費で、４０万円を限度とする。
・対象経費は、別表のとおり、謝金、旅費交通費、印刷製本費、消耗品費、使用料・賃借料、通信運搬費等とし、飲食代や備品購入費は対象外とする。
・委嘱団体の構成員に係る経費は、調査研究のために必要となる旅費交通費、中間報告時の旅費交通費以外は対象外とする。
12　委嘱費の支払
　・実績報告書の提出があった場合、内容を審査し、適合すると認める場合は、委嘱費の額を確定する。
・委嘱費は、額の確定後、支払うものとする。ただし、８０％の範囲内で、概算払により支払うことができる。
・委嘱団体は、委嘱費を受けようとするときは、（概算払）請求書（様式４）を財団に提出するものとする。
13　そ の 他
委嘱団体が本要領及び要領に基づく通知に従わない場合、決定を取消し、委嘱費を支払わないものとする。
（別　表）委嘱費対象経費
	謝金
	外部指導者・講師等への謝金（委嘱団体内の指導者等は該当しない）

	旅費交通費
	交通費、宿泊費（委嘱団体構成員の調査研究のために必要となる旅費交通費、中間報告時の旅費交通費は該当する）

	印刷製本費
	チラシ・成果物印刷費、コピー代等

	消耗品費
	用紙、文房具、外部指導者等講師事務用品費等

	使用料･賃借料
	会場使用料、機器等使用・リース料等

	通信運搬費
	切手、宅配便、振込手数料等

	その他
	参考書購入代金など上記以外のもの


